
　

お知らせ

販売用資料 マンスリーレポート

日興・スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/（資産成長型）

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開
示書類ではありません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取
りの上詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。
従って、元本が保証されているものではなく、組入れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資元
本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保
険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基
金の規定に基づく支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は
将来の運用結果を保証もしくは示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についての
コメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全
性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当
社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社
までお問い合わせください。

｢リッパー・ファンド・アワード・ジャパン ２０１６｣は、世界各都市で開催している｢ Lipper Fund Awards ｣プログラムの一環として行われ、
日本において販売登録されている国内および外国籍ファンドを対象に、優れたファンドとその運用会社を選定し、表彰するものです。
選定/評価に際しては、リッパー独自の投資信託評価システム｢リッパー リーダー レーティング システム (リッパーリーダーズ、Lipper
Leaders)｣の中の｢コンシスタントリターン(収益一貫性)｣を用いています。

スパークス・アセット・マネジメント株式会社が、トムソン・ロイター選定による

「リッパー・ファンド・アワード・ジャパン ２０１６（最優秀運用会社株式部門）」を

３年連続で受賞しました。

株式部門での３年連続受賞は、GDP上位５ヶ国では史上初！！

リッパー・ファンド・アワードの評価の基となるリッパー・リーダーズのファンドに関する情報は、投資信託の売買を推奨するものではありま
せん。リッパー・リーダーズが分析しているのは過去のファンドのパフォーマンスであり、過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するも
のではないことにご留意ください。評価結果は、リッパーが信頼できると判断した出所からのデータおよび情報に基づいていますが、その
正確性、完全性等について保証するものではありません。

※当表彰は、スパークス・アセット・マネジメント株式会社が受賞したアワードであり、当ファンドの受賞ではございません。

株式会社格付投資情報センターの選定による
「R&I ファンド大賞2016」の「エマージング株式マルチリージョナル部門」において

４年連続で「最優秀ファンド賞」受賞しました。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ&Ｉ」）が信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただ

し、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推

奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府

令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に

関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産

権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。



　

分配金実績（税引前）

ポートフォリオの配分

スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

日興・スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額(分配金込み)の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の

変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はPMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-7.15% -9.82% -14.74% -23.83% 6.47% 11.70%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 35.9%
2 豪ドル 19.2%
3 台湾ドル 11.8%
4 韓国ウォン 10.3%
5 シンガポールドル 4.8%

その他 18.0%

合計 100.0%

業種 比率
1 資本財 21.1%

2 金融 18.1%
3 情報技術 15.3%
4 公益事業 14.3%
5 電気通信サービス 13.2%

その他 18.0%

合計 100.0%
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96.0%

0.3%

3.7%

ファンドの資産配分

PMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2016年6月30日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。当ファンド
の取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自身でご判断ください。■当ファン
ドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これら
の運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。
■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメント
は当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではあり
ません。また記載内容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投
資信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社までお問い合わせください。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-859円
株式等 -29円

-2円
-735円
-93円

アジア太平洋地域

内訳

基準価額変動金額

為替

その他

中東地域

基準価額 8,083円
純資産総額 29.91億円

設定日

信託期間 2017年11月10日まで

決算日　 毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の

各10日（休業日の場合は翌営業日）

2007年11月30日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 25.3%
オーストラリア 18.5%
台湾 11.4%
中国 10.2%
その他 24.9%

UAE 3.2%

カタール 1.6%
モロッコ 1.1%

現金等 - 3.8% 3.8%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

90.3%

5.9%

第1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期 11期 12期 13期 14期 15期 16期 17期 18期 19期 20期 21期 22期 23期 24期
08年1月 3月 5月 7月 9月 11月 09年1月 3月 5月 7月 9月 11月 10年1月 3月 5月 7月 9月 11月 11年1月 3月 5月 7月 9月 11月

分配金 - - 65円 65円 65円 65円 65円 65円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円

第25期 26期 27期 28期 29期 30期 31期 32期 33期 34期 35期 36期 37期 38期 39期 40期 41期 42期 43期 44期 45期 46期 47期 48期
12年1月 3月 5月 7月 9月 11月 13年1月 3月 5月 7月 9月 11月 14年1月 3月 5月 7月 9月 11月 15年1月 3月 5月 7月 9月 11月

分配金 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円 45円

第49期 50期 51期 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
16年1月 3月 5月 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

分配金 45円 45円 45円 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

決算期

決算期

決算期

2,325円分配金累計
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ポートフォリオの配分

分配金実績（税引前）
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社販売用資料 マンスリーレポート

日興・スパークス・アジア中東株式ファンド（資産成長型）

基準価額および純資産総額の推移

* 基準価額は信託報酬控除後の値です。
信託報酬には、投資対象とする投資信託分を含みます。

* 分配金再投資基準価額は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算した理論上のものであり、実際の投資家利回
りとは異なる点にご留意下さい。

* 当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
* 当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を

約束するものではありません。

* 金額は対象期間における基準価額の変動を表したものです。

* 上記は参考情報として当社が算出した概算値であり、実際の基準価額の
変動を正確に説明するものではありません。

地域・国別配分 通貨別配分 業種別配分

* スパークス･アジアの内部データを元に、スパークス・アセット・マネジメントが作成。

* 比率はPMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを100％とした場合の構成比です。

* P-NOTEやADR等に投資している銘柄の通貨は、現地通貨ベースで算出しています。

P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

ADRとは、主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。

* 業種は世界産業分類基準（GICS）の
分類に基づきます。

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

-6.38% -8.73% -13.25% -21.72% 4.90% 124.74%
騰落率

通貨 比率
1 香港ドル 35.9%
2 豪ドル 19.2%
3 台湾ドル 11.8%
4 韓国ウォン 10.3%
5 シンガポールドル 4.8%

その他 18.0%

合計 100.0%

業種 比率
1 資本財 21.1%

2 金融 18.1%
3 情報技術 15.3%
4 公益事業 14.3%
5 電気通信サービス 13.2%

その他 18.0%

合計 100.0%

85.0%

0.0%

15.0%

ファンドの資産配分

PMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンド

スパークス・マネー・マザーファンド

現金等

基準日 2016年6月30日

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご自
身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、投
資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品では
なく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払いの対
象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆するもので
はありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の
将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく訂正が行
われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交付目論見
書）のご請求、お問合せは販売会社までお問い合わせください。

基準価額変動の要因分解 (月次ベース)

-1,531円

株式等 -57円

-3円

-1,467円

-4円

中東地域
内訳

基準価額変動金額

為替

その他

アジア太平洋地域

基準価額 22,474円

純資産総額 0.3億円

設定日

信託期間 2017年11月10日まで

決算日　 毎年11月10日

（休業日の場合は翌営業日）

2008年11月12日

【ご参考】

地域 国名 比率 比率
香港 25.3%

オーストラリア 18.5%

台湾 11.4%

中国 10.2%

その他 24.9%

UAE 3.2%

カタール 1.6%

モロッコ 1.1%

現金等 - 3.8% 3.8%

合計 100.0% 100.0%

中東

アジア
太平洋

90.3%

5.9%

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 - - -

09年11月 10年11月 11年11月 12年11月 13年11月 14年11月 15年11月 - - -

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 - - - 0円

分配金累計決算期

* 基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し、計算しています。
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組入上位銘柄

地域別組入上位銘柄の概要

販売用資料 マンスリーレポート

日興・スパークス・アジア中東株式ファンド（隔月分配型）/(資産成長型)

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

* 比率はPMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドを
100％とした場合の構成比です。

* 配当利回りは12ヶ月配当利回り（税引前）です。
* 業種は世界産業分類基準(GICS)の分類に基づきます。

* 上記の銘柄の中には現株を含みます。
* 個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありま
せん。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご
自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではなく、
投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険商品で
はなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく支払い
の対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは示唆する
ものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別
銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内容は予告なく
訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社までお問い合わせください。

54組入銘柄数

ＮＯ 銘柄名 P n o te 国名 業種 組入比率 配当利回り
1 POWER ASSETS HOLDINGS LTD 香港 公益事業 5.9% 3.9%

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFAC 台湾 情報技術 5.5% 3.7%
3 TRANSURBAN GROUP オーストラリア 資本財 5.1% 3.8%
4 AIA GROUP LTD 香港 金融 4.8% 1.6%
5 GUANGDONG INVESTMENT LTD 香港 公益事業 4.1% 3.2%
6 TELSTRA CORP LTD オーストラリア 電気通信サービス 3.7% 5.7%
7 ZHEJIANG EXPRESSWAY CO-H 中国 資本財 3.2% 5.6%
8 CHINA STATE CONSTRUCTION INT 香港 資本財 3.2% 3.6%
9 PHILIPPINE LONG DISTANCE TEL フィリピン 電気通信サービス 2.7% 5.0%

10 JIANGSU EXPRESS CO LTD-H 中国 資本財 2.6% 4.8%

基準日 2016年6月30日

アジア
太平洋 銘柄名 Pnote 国名

1 POWER ASSETS HOLDINGS LTD 香港

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR
MANUFAC

台湾

3 TRANSURBAN GROUP オーストラリア

4 AIA GROUP LTD 香港

5 GUANGDONG INVESTMENT LTD 香港

銘柄概要

トランスアーバン・グループ (Transurban Group) は道路建設会社。Melbourne City Linkと有料道路 Hills
Motorway M2 を運営する。料金所システムの電子化と設営も手掛ける｡

友邦保険控股［AIAｸﾞﾙｰﾌﾟ］（AIA Group Ltd.）は生命保険および金融サービス会社。個人・企業向け生命保
険、傷害疾病保険、年金プランならびに健康管理サービスを提供。

電能実業［ﾊﾟﾜｰ･ｱｾｯﾂ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（Power Assets Holdings Limited）は電力事業投資会社。発電、送電、
電力供給事業のほか、ガス供給事業に投資する。主な投資先は、香港、オーストラリア、カナダ、中国、
ニュージーランド、タイなど。

台湾積体電路製造 [TSMC/台湾ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ] (Taiwan Semiconductor Manufacturing Company Ltd.) は半
導体メーカー。ウエハー製造、プロービング、組み立て、テストのほか、マスクの製造、設計、関連サービスを
提供。同社の IC (集積回路) はコンピュータ､通信、消費者向け電子製品、自動車、産業機器などに使用され
る。

粤海投資［ｶﾝﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ］（Guangdong Investment Limited）は、子会社を通じ、水道、発電、配電、インフ
ラ整備などの事業に従事。不動産物件への投資、百貨店の経営、 金融サービス事業も手掛ける。

中東 銘柄名 Pnote 国名

1 QATAR ELECTRICITY & WATER CO
(QD*)(DB) PNOTE(14APR2017)

* カタール

2 FIRST GULF BANK:1(DB) (P-NOTE) * UAE

3 MAROC TELECOM:(DB)(P
NOTE)(EXP11DEC2017)

* モロッコ

4 AIR ARABIA (UH)(DB) PNOTE * UAE

5 EMIRATES NBD PJSC(DB)(P
NOTE)(EXP11DEC2017)

* UAE

銘柄概要

カタールエレクトリシティ＆ウォーター（Qatar Electricity & Water Co）は、電気や淡水化水を生産する。カター
ルの政府に電気や水を販売している。

エア・アラビア（Air Arabia PJSC）は格安航空会社。中東地域内のほか、欧州、北米、南アジア路線サービス
を提供する。

ファーストガルフ銀行（First Gulf Bank）は、アブダビに本店を置き、預金業務、法人・個人向け銀行サービス
を提供。建設、不動産、住宅、輸出入、農業、個人融資、財務、外国為替サービスを手掛ける。

エミレーツNBD（Emirates NBD PJSC）は銀行・金融サービス会社で法人、個人向け銀行業務を手がけてい
る。

マロックテレコム（Maroc Telecom）はモロッコ大手の地元電気通信サービス企業。アフリカと中東の電話会
社と提携。

* 上記はPMA・アジア・ミドルイースト・エクイティ・インカム・ファンドの組入上位銘柄です。
* ADRとは主に米国で取引される、株式を代替する預託証書のことです。
* P-NOTEとは、株式や株価指数の価格変動に運用成果が連動する債券のことです。

* 上記は個別銘柄の取引を推奨するものではありません。
* 上記銘柄については将来の組入れを保証するものではありません。
* 出所：各社ホームページ
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基準日 2016年6月30日

■市場環境

《アジア株式》

当月のアジア市場のパフォーマンスはまちまちでした。

英国の国民投票でEU（欧州連合）離脱派が勝利したことで、先行き不透明感が拡がり、世界の金融市場は激しく変動しました。投資家が
資産の安全な逃避先を求めたことから、金価格は当月中に8%強上昇しました。また、株式では高配当利回り銘柄やディフェンシブ銘柄（景
気動向に左右されにくい生活必需品などの銘柄）は堅調に推移しました。世界経済が先行き不透明な状態に陥ったことから、米FRB（米国
連邦準備制度理事会）が年内に積極的に利上げに踏み切る公算は低下しました。ASEAN市場は英国やEUとの関係が比較的少ないことも
あって、当月は底堅く推移しました。フィリピンとインドネシアは内需が堅調で成長見通しも良好であることから、市場に資金が流入しました。
中国A株（中国本土に上場している人民元建て株式）のMSCI新興国市場指数への採用が見送られたことは、市場の開放に向けたさらなる
努力が必要とされていることを示しています。韓国は20兆ウォン規模の景気刺激策によって経済を下支えする計画を打ち出しました。台湾
の蔡英文新総統は、中国との関係を良好な状態に保ちながら、経済的なニーズと政治的なニーズのバランスをうまくとる方策を模索し続け
ています。オーストラリアの小売売上高は、百貨店の売上高が減少したもののインターネット関連の売上高が伸びたことから、改善の兆し
を見せました。

現地通貨ベースでは、フィリピン、インドネシア、シンガポールが特に上昇し、オーストラリアと韓国が特に下落しました。

《中東株式》

当月の中東の株式市場のパフォーマンスは、英国のEU離脱を巡る動きと地政学的な緊張の高まりを受けてまちまちでした。

トルコ・イスタンブールのアタテュルク国際空港で発生した爆破事件によって、同地域におけるテロ活動への不安が再燃し、資本の流出
や不動産価格の下落に対する懸念が高まりました。

現地通貨ベースでは、アブダビ、カタールが特に上昇し、モロッコ、クウェートが特に下落しました。

《通貨》

当月は投資家が日本円を英国のEU離脱決定後も比較的安全な資産とみなしたため、日本円が大幅に上昇しました。

安倍首相や黒田日銀総裁は、円高が経済や企業収益に与える影響について懸念を表明しました。世界の通貨市場は各国中央銀行の
政策や投資家の投資意欲の先行きが不透明であることから、引き続き変動の激しい状態にあります。

中国人民元、フィリピンペソ、インドルピーなどが、対日本円で特に下落しました。

■運用状況
《アジア株式》

当月、当ファンドのリターンはマイナスでした。

国別では、台湾とオーストラリアが特にプラスに貢献し、一方、タイが特にマイナスに影響しました。セクター別では、情報技術や資本財セ
クターが特にプラスに貢献し、一方、素材セクターが特にマイナスに影響しました。

個別銘柄では、Samsung Electronics（韓国/情報通信）、Philippine Long Distance Telephone（フィリピン/電気通信サービス）、Guangdong
Investment（香港/公益事業）が特にプラスに貢献しました。一方、Power Assets Holdings（香港/公益事業）、CK Hutchson Holdings（香港/
資本財）、Haier Electronics（香港/一般消費財）が特にマイナスに影響しました。

Samsung Electronics（韓国/情報通信）は新型スマホのGalaxy S7の売上が好調だったこと、メモリおよびディスプレイ事業が下期の利益
に貢献する見込みであることから、株価が堅調に推移しました。半導体チップの設計を手がけるMediatek（台湾/情報通信）も、Samsung
Electronics社向けの低価格帯スマートフォン用部品の供給量が増加したことから、当月は株価が反発しました。Philippine Long Distance
Telephone（フィリピン/電気通信サービス）は、市場の寡占状態が当面続くという観測から、当月も堅調に推移しました。さらにロドリゴ・ロ
ア・ドゥテルテ氏のフィリピン新大統領就任を市場が好感したことも、フィリピンの大型株式銘柄にとっての追い風となりました。

一方、Power Assets Holdings（香港/公益事業）とCK Hutchson Holdings（香港/資本財）は、英国と欧州で大規模に事業を展開しているた
め、英国のEU離脱決定を受けて株価が下落しました。両社の経営基盤は強固であり、公益事業やインフラといった事業は消費者にとって
必要不可欠なサービスであることから、両社の株価下落は一時的なものであると当ファンドは考えております。とりわけPower Assets
Holdings（香港/公益事業）は潤沢な保有資金により低コストで新規プロジェクトを買収できることから、市場の不確実性が増すことは同社に
とってはむしろ好機になる可能性があります。

当ファンドは引き続き既存の投資先を注視し、また今後の投資先候補の企業に関する調査も継続しています。質の高い企業に投資し、
バランス型で分散投資を行うことを特徴とする当ファンドは、今後も優れたビジネスモデル、良好なバランスシート、平均以上の配当支払い
能力、持続的な成長の見通しを備えた優良企業を選別していきます。

（次ページへ続く）

■当資料は販売用資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあり
ません。当ファンドの取得のお申込を行う場合には、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、
ご自身でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
なく、投資元本を割り込む場合もあります。また、これらの運用による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯金・金融債または保険
商品ではなく、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購入した場合を除き、投資者保護基金の規定に基づく
支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社までお問い合わせください。
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支払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。■当資料に記載の内容は将来の運用結果を保証もしくは
示唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等についてのコメントは当資料作成時点のものであり、市場
動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありません。また記載内
容は予告なく訂正が行われることがあります。■当資料は目的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資
信託説明書（交付目論見書）のご請求、お問合せは販売会社までお問い合わせください。

基準日 2016年6月30日

（前ページより）

《中東株式》

ポートフォリオ内の中東銘柄は、当月はまちまちなパフォーマンスでした。

National Bank of Abu Dhabi（アラブ首長国連邦/金融）との合併によって中東最大級の銀行になることを計画しているFirst Gulf Bank（アラ
ブ首長国連邦/金融）が特にプラスに貢献しました。

《通貨》

日本円は英国のEU離脱の影響を比較的受けにくい通貨とみなされたことから、アジアおよび中東のほとんどの通貨に対して上昇し（円高
となり）、当月はマイナスに影響しました。

■今後の見通し

《アジア株式》

英国のEU離脱の影響は世界中に広がりましたが、世界の株式市場は国民投票から数日で概ね回復しました。英国と欧州では先行き不
透明な状況が長期化すると予想され、短期的には成長率が低下する見通しです。ただし、世界各国の中央銀行は必要に応じて政策支援
を継続する意向を示しています。

中国では政府の引き締め政策により1級都市（4つの直轄市、2つの特別行政区、一定の条件を満たした12の都市の計18の主要都市）の
住宅価格の上昇がスローダウンし始め、債務不履行や国営企業の改革に関する懸念が増していますが、製造業中心からサービス業を中
心とした経済への転換が進行中であることから、同国にはまだ投資機会が多数あると考えられます。中国政府が対象をもっと絞り込んでイ
ンフラ投資（都市交通システム、環境にやさしいユーティリティ、政府サービスの電子化など）を行えば、持続可能な成長が実現でき、経済
に恩恵がもたらされるはずです。消費者の購買力拡大とｅコマース（電子商取引）の増加はますます中国経済の原動力になっていくものと
思われます。テクノロジー、ヘルスケア、消費関連銘柄といった、いわゆる「ニューエコノミー銘柄」の多くはこの数年の間に頭角を現した企
業です。当ファンドは、堅固なキャッシュフローを生成し景気回復から恩恵を受ける優良企業を慎重に選定しており、物流、保険、インフラセ
クターなどの銘柄を保有しているため、長期的にはこうしたトレンドの恩恵を受けるでしょう。

英国のEU離脱決定で先行き不透明感が高まる中、ASEAN市場はきわめて有望な市場であるように思われます。先進国市場のほとんど
は低成長の環境に直面していますが、ASEAN諸国は依然として成長軌道にあり、貿易より内需に依存する傾向を強めています。フィリピン
のドゥテルテ新大統領が打ち出したフィリピン国民全員のための「包括的成長（持続的に大規模な雇用を創出し、貧困を減少させるような
高成長）」というコミットメントは、中低所得者層の消費支出の増大を後押しすることになるでしょう。インドネシアでは租税特赦法（資産や所
得を正しく申告していなかった納税者が自主的に申告するなどした場合、加算税や刑事告発を免除する法律）によって税収が増加し、その
結果インフラ投資が加速する見込みです。インフラプロジェクトは順調に進行しているため、国内支出は株価の下支えとなるでしょう。人口
構成の変化と所得水準の向上が今後も将来の経済成長を下支えすると当ファンドは考えています。米国の利上げが先送りされたことから、
ASEAN諸国からの資本流出圧力も低下してきています。英国のEU離脱による株価調整により、バリュエーションの低い銘柄（割安な銘柄）
を買い増す絶好の機会が訪れると思われます。

当ファンドはインフラや消費関連銘柄など長期的なテーマの恩恵を受ける優良銘柄を重視することで、現在の市場環境で見られるような
非合理的な売買を避け、慎重に対処する所存です。アジアの消費者と中産階級の収入の増加というテーマは、当ファンドが以前から取り
組んでいる長期的かつ構造的なテーマの１つです。アジアはこうした長期的な構造の変化を捉えることができる質の高い投資先候補銘柄
が多く存在する地域であると考えられます。当ファンドは日本と韓国における投資経験を生かし、アジアの投資ダイナミクスをうまく乗り切る
ことができると考えています。

《中東株式》

今後、原油価格が落ち着きを見せれば、投資家の関心は企業収益に向かうでしょう。

当ファンドは引き続き中東地域の大型株および優良株を保有しており、公益事業、電気通信サービス、銀行といった戦略的に重要なセク
ターにポジションの大半を充当していきたいと考えています。

《通貨》

英国のEU離脱と米国大統領選挙の行方が引き続きマクロ環境を左右するため、為替相場は今後も大幅に変動すると予想されます。長
期的観点でみると、アジアおよび中東の経済のファンダメンタルズに力強さがみられることから、アジアと中東の通貨は対日本円で上昇す
ると考えられます。
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